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Ⅰ はじめに

三重県では、平成 17 年 3 月に、概ね 20 年先の将来を目途に、「ごみを出さない生活様

式」や「ごみが出にくい事業活動」が定着し、ごみの発生・排出が極力抑制され、排出さ

れた不用物は最大限資源として有効利用される「ごみゼロ社会」の実現をめざし、住民、

事業者、市町等の参画のもとに、「ごみゼロ社会実現プラン」（以下、「ごみゼロプラン」

という。）を策定しました。

このごみゼロプランは、住民、事業者、行政など地域の多様な主体が自らの行動の変革

に継続的に取り組むべく、めざすべき具体的な将来像とその達成に向けた道筋を示す長期

の計画です。

平成 22 年度には、ごみゼロプランを策定してから 5 年が経過したこと、また、地球温

暖化の防止や資源需要の増大、資源価格の高騰、国内での適正・円滑なリサイクル処理の

実施などの環境を巡るさまざまな課題に的確に対応していく必要性が高まっていること

から、社会経済情勢の変化やこれまでのごみ減量化の取組実績等を踏まえ、数値目標や取

組内容について見直すなど、ごみゼロプランを改定しました。

ごみゼロプランをより効果的かつ着実に進めるため、各主体を構成員とする全県的な組

織である「ごみゼロプラン推進委員会」により、毎年度ごみゼロプラン推進の取組を点検・

評価、公表しています。

７回目となる今回は、各主体の取組状況の中で特に集中して取り組むべき施策について、

点検・評価を実施しています。なお、各主体の取組状況等については、平成 24 年度に実

施した調査結果を活用し、可能な限り直近の動向を把握するよう努めました。
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Ⅱ ごみゼロプラン数値目標に関する進捗状況

１ 数値目標

平成 22 年度に、これまでのごみ減量化等に関する取組結果の効果検証等を踏まえて、

「数値目標達成に対する貢献度」等を再評価し、数値目標を見直し、一部改定しました。

(1) ごみの減量化

①発生・排出抑制に関する目標

数 値 目 標
指 標 名

短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度)

ごみ排出量削減率
家庭系ごみ６％

事業系ごみ５％

（対 2002 年度実績）

家庭系ごみ２０％※1

事業系ごみ３５％※1

（対 2002 年度実績）

家庭系ごみ３０％

事業系ごみ４５％※1

（対 2002 年度実績）

【参考】2002 実績 2025 目標
家庭系 535 千ｔ→375 千ｔ
事業系 252 千ｔ→139 千ｔ

②資源の有効利用に関する目標

数 値 目 標
指 標 名

短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度)

資源としての

再利用率
２１％ ２２％※1

５０％

【参考】2002 実績 2025 目標

14.0％ → 50％

③ごみの適正処分に関する目標

数 値 目 標
指 標 名

短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度)

ごみの最終処分量
８１，０００ｔ※2

対 2002 年度
約 46%減

５５，０００ｔ※1

対 2002 年度
約 63%減

０ｔ
【参考】2002 実績 2025 目標

151,386ｔ → ０ｔ

※1 2010（平成 23）年 3 月改定 ※2 2006（平成 18）年 12月改定

(2) 多様な主体の参画・協働

数値目標
指 標 名（2004 年度実績値） 短期

(2010 年度)
中期

(2015 年度)
最終目標

(2025 年度)

④ものを大切に長く使おうとする県民の率（58.2%） ８０％ ９０％ １００％

⑤環境に配慮した消費行動をとる県民の率（39.4%） ６０％ ９０％ １００％

⑥食べ物を粗末にしないよう心がけている県民の率
（38.5%）

６０％ ９０％ １００％

⑦ごみゼロ社会実現プランの認知率（－） ９０％ １００％ １００％

２ 現状

(1) ごみ排出量

ごみの減量化に関する数値目標のうち、ごみ排出量については、平成 23（2011）年度

（速報値）の家庭系ごみは、472,207 ﾄﾝ／年であり、平成 14（2002）年度(535,198 ﾄﾝ／

年)比で 11.8%の削減となりました。一方、事業系ごみは、173,264 ﾄﾝ／年であり、平成

14 年度(251,733 ﾄﾝ／年)比で 31.2%の削減となりました。

なお、平成 23（2011）年度（速報値）の家庭系ごみは、前年(2010)度比では、2.7％の
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Ⅲ 各主体のごみ減量化等に向けた取組状況

１ 市町の取組状況

(1) 現状（図 1参照）

平成 24 年 10 月に県内全市町を対象に実施したアンケート調査（以下「Ｈ24 調査」と

いう。）の結果から、事業系ごみの減量化等の取組として、「2-1(3)搬入時に立ち会い、不

適物に対して分別指導や搬入拒否の実施（24 市町）」、「2-1(2) 排出事業者に対して、市

町の基準に沿ってごみを適正に処理するよう指導（20 市町）」、「2-1(3),2-2(2)減量化・

分別の指導（22市町）」などの取組が多く実施されています。

また、家庭系ごみの減量化等の取組として、「8-2(1)レジ袋の有料化の実施（29 市町）」

が全市町で行われ、「5-1(3) 家庭用生ごみ処理機の購入に対する助成（28 市町）」など家

庭での生ごみ処理を進める取組も増加しています。

さらに、「7-2(4)コスト情報の把握・整理（28 市町）」として、廃棄物会計基準の導入

による公正で効率的なごみ処理システムの構築に向けた取組も進んでいます。

一方、家庭系ごみの有料化など「7-1(1)ごみ減量化対策における経済的手法の検討（8

市町）」の取組や、「8-3(1)NPO 等団体の活動を側面的に支援（10 市町）」などの NPO 団体

等との協働、「9-1(4)家庭における環境学習・教育の啓発（10 市町）」の取組はまだまだ

少ない状況です。

～主な取組の現状～

◎ 平成 15 年度以降の事業系ごみ処理料金の値上げの状況

平成 23 年 4 月から１町で、平成 24 年 10 月から 4 市町で、事業系ごみ処理料金の値上

げが実施されたほか、3市町で実施についての検討がされています。

（平成 24 年 10 月現在）

H15-17 年

度実施

H18,19 年

度実施

H20 年

度実施

H21,22 年

度実施

H23 年

度実施

H24 年

度実施

検討

中

検討予

定無し

４市町 ３市町 ７市町 １市町事業系ごみ処理

料金値上げ状況 （１４市町（注））

１市町 ４市町 ３

市町

７市町

（注）名張市が平成 19 年 10 月と 20 年 10 月の２回、処理料金を値上げしているため、H15-H22 年度実施市

町数は、14 市町となります。

◎ 家庭系ごみ有料化の実施状況及び今後の予定

平成 20年度までに７市町で有料化が導入されたほか、11 市町で検討中もしくは今後検

討予定です。 （平成 24 年 10 月現在）

～H17年

度実施

H18,19 年

度実施

H20 年度

実施

H21-23 年

度実施

H24 年

度実施

検討

中

今後検

討予定

検討予

定無し

４市町 ２市町 １市町 －家庭系ごみ有料

化の実施状況等 （７市町）
－

１

市町

１０

市町

１１

市町

(2) 評価と課題

事業系ごみに関しては、排出事業者や許可業者への適正な指導や処理場における搬入
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時の立ち会い、不適物に対しての分別指導や受入拒否などがこれまで同様に積極的に実

施されています。また、処理料金の値上げにより一定のごみ減量効果が確認されるとと

もに、県内 3 市町において料金改定が検討されています。

今後、事業系ごみの処理実態等の把握に努めるとともに、引き続き排出事業者及び許

可業者への減量化等の指導、ごみ減量に向けた啓発や情報提供、ごみの減量化を促進す

る料金体系の検討などの減量化に向けた取組を進めていく必要があります。

家庭系ごみに関しても、有料化による減量効果が確認され、11 市町において有料化制

度の導入の検討中又は今後検討予定とする一方、11 市町は検討予定無しとしています。

また、平成 24 年 10 月現在 28 市町において廃棄物会計基準等を活用したコスト情報の把

握の取組が進んでいます。

今後、減量効果が期待されるごみ処理の有料化について市町の実情に応じて、多様な

主体の参画のもと導入に向けた検討を進めるとともに、導入に向けて先行している事例

の調査や効果検証などを行うことが求められます。

さらに、事業系や家庭系ごみの減量化を一層進めるために、①廃棄物会計基準やごみ

処理カルテの一層の活用により市町の実情に応じた最適なごみ処理システムを構築する

こと、②ごみ減量化に向け重量ベースで一般廃棄物の約 3 割を占める生ごみの減量化・

資源化の取組を促進すること、③ごみ処理における住民参画や NPO 団体等との協働の取

組を進めることなどに積極的に取り組んでいくことが期待されます。
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２ 事業者の取組状況

(1) 現状（図２参照）

平成 24年 10 月に実施した事業者アンケート（以下「H24 調査」という。）の結果から、

「1-2(2)グリーン購入(72%)」、「2-1(2)事業系ごみの適正処理(72%)」や「2-1(4) 廃棄物

の減量・資源化対策の実施(78%)」、「2-2(2)ISO14001 の認証取得(73%)」、「2-3(2)紙ごみ

の再資源化(74%)」など適正処理やごみ減量・資源化などの取組が多くの事業者で行われ

ていることがわかります。

また、Ｈ24 調査では、「1-2(1) 自主的な取組による回収システムの構築(9%→20%)」や

「2-1(4) 廃棄物の減量・資源化対策の実施(68%→78%)」、「2-2(1)学習会の実施やＱＣ活

動によるごみ減量対策の推進(42%→50%)」など、事業者独自によるごみ減量化・資源化の

取組が前回調査（平成 23 年 7 月実施）に比べ伸びています。

さらに、「3-2(5)環境に配慮したエコイベントへの参加・協力(19%→27%)」が伸びてい

ることから地域や他の主体との連携を模索している事業者の様子がうかがえます。

その他の項目については、若干の増減はあるものの、全体としては、平成 23 年 7 月に

実施したアンケートとほぼ同様の傾向となっています。

(2) 評価と課題

事業者のごみ減量化等の取組は、環境マネジメントシステムの認証取得や事業系ごみの

適正処理など事業者のごみの発生抑制への取組が引き続き積極的に行われています。

また、自主的な取組による回収システムの構築、製品等の廃棄物の抑制・循環的利用の

技術等の調査研究など独自の資源化等への取組や、環境に配慮したエコイベントへの参

加・協力、福祉関係団体等への資源物回収等委託など地域や多様な主体との連携・協働の

取組を進めようとする動きがみられます。

一方、環境配慮設計、リターナブル容器製品の積極的な販売、容器包装の削減・簡素化

などの取組や自主情報公開制度の推進の取組状況は十分でないことから、今後も、事業者

の拡大生産者責任に基づく事業活動や製品開発や、社会的責任（CSR：Corporate Social

Responsibility）に基づく情報開示など一層の取組が求められます。
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３ ＮＰＯ等団体の取組状況

(1) 現状（図３参照）

平成 24年 10 月に実施した NPO 等団体アンケート（以下「Ｈ24 調査」という。）の結果

を見ると、平成 23 年 7月に実施したアンケート（以下「H23 調査」という。）同様、「5-1(1)

生ごみ堆肥化事業の実施・協力(26%)」を始めとした生ごみ堆肥化に関連する取組や、

「3-1(1)フリーマーケット等の開催・出展(21%)」などごみ減量化やリユースに関する取

組が継続されていることがうかがえます。

全体的に見ると、H24 調査では H23 調査に比べて、NPO 等団体の自主的なごみ減量化等

に関する取組は低調傾向になってきていますが、そのような中でも、「6-3(2)(3)ごみ減量

化やリサイクル等に関する行政の施策への協力(14%→18%)」や「8-2(1)レジ袋削減活動の

展開(17%→22%)」といった行政の施策との連携を中心とする活動が進められていることが

うかがえます。

(2) 評価と課題

県内の NPO 等団体のごみ減量化等の取組状況は、生ごみ堆肥化事業や廃食油のリサイク

ル活動、フリーマーケット等の開催・出展といったリユース活動などの草の根的な取組が

前年度に引き続き実施されています。

しかし、H24 調査での個別の回答内容をみると、全体的に NPO 等団体の自主的なごみ減

量化等に関する取組は低調傾向にあることがうかがえるため、今後は、地域住民のライフ

スタイルの見直し支援や、環境教育・環境学習、啓発活動などの地域に密着した取組や、

行政や多様な主体との連携・協働による取組など、ごみ減量化等の担い手として新たな活

動の領域を広げていくことが求められます。

また、NPO 等団体の活動の活性化のためには、NPO 等団体がその活動を通じて達成感や

充足感を感じられることが重要であることから、行政には NPO 等団体の活動の紹介や顕彰、

連携などにより NPO 等団体の支援を行っていくことなどが求められます。
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４ 県の取組状況

～主な基本方向に関する状況～

基本方向２ 事業系ごみの総合的な減量化の推進

(1) 現状

事業系ごみの減量化については、事業者独自の取組や市町の処理料金値上げなど、様々

な対策が講じられてきましたが、近年の減少量は鈍化傾向にあることから、生ごみなどの

資源化に向けた取組も行い、一層の減量化を進める必要があると考えられます。

このため、平成 23 年度には、外食・小売業等から排出される食品廃棄物の処理実態調

査を行いました。調査の結果から、排出事業者からは、資源化処理を行う事業者に関する

情報不足による処理のマッチング促進や、市町での焼却処理に比べ資源化処理はコスト負

担が大きい実態などが、資源化を進める上での課題として挙げられました。

(2) 評価と課題

事業系ごみの減量化を進めるため、事業系生ごみの資源化促進に関する課題整理を行い

ました。食品リサイクル法により民間処理体制の整備が進み、事業者自らのリサイクル意

識が高まってきた中、今後、排出事業者と処理業者とのマッチングなどの情報提供や一層

の取組に向けた普及啓発を行う必要があります。

また、食品系廃棄物に加え動植物性残さや家畜糞尿などのバイオマス系廃棄物の資源化

に関するモデル的な検討を行い、その結果を活用し、事業系生ごみの資源化の促進につい

ての取組が必要です。

基本方向２ 事業系ごみの総合的な減量化の推進

基本方向５ 生ごみの再資源化

基本方向６ 産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進

基本方向７ 公正で効率的なごみ処理システムの構築

基本方向８ ごみ行政への県民参画と協働の推進

(1) 現状

県では、平成 17～22 年度において、それぞれの基本方向に沿って、事業系ごみの組成

調査（伊勢市）、生ごみの堆肥化（紀宝町、鳥羽市、大台町、名張市）、福祉・地域づくり

と一体となったごみ収集（名張市）、家庭系ごみの有料化（伊賀市）、ごみ処理行政への住

民参画（桑名市、東員町）など、市町が実施する先駆的・モデル的な取組に対しごみゼロ

プラン推進モデル事業として補助金交付等による支援を行なってきました。

(2) 評価と課題

これらのモデル事業の成果は、伊勢市から始まったレジ袋の有料化の取組が順次広がり

をみせ、平成 24 年 4 月から菰野町で実施されたことにより現在県内 29市町（人口カバー

率 100％）へ広がったことや、伊賀市から始まったごみの有料化が鳥羽市、名張市、桑名

市、志摩市などへ波及し減量効果が確認されるなど、着実な成果の広がりをみせています。

また、平成 23 年度には、名張市の生ごみの分別収集やステーション方式によるごみ収

集などの取組について 25 市町、6 組合の一般廃棄物行政担当者に対し情報提供を行うな
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ど、モデル事業の成果の普及に務めています。

今後は、モデル事業の成果を成功事例としてメニュー化して他の市町へ提示するなど、

より効果的な普及を図っていきます。

基本方向７ 公正で効率的なごみ処理システムの構築

(1) 現状

平成 23 年度は、環境省が公表した「一般廃棄物会計基準」を活用した廃棄物処理シス

テムへの適用事例等の情報提供、会計作成作業の支援を通して、県内市町に対して同会計

基準に関する導入の普及・啓発活動を実施しました。その結果、県内市町の廃棄物会計基

準の導入状況は 28 市町 8 組合となり、ごみ処理システムの最適化に向けたコスト情報の

把握などの取組が県内ほぼ全域に広がっています。

(2) 評価と課題

今後は、同会計基準の導入により、環境負荷面、経済面の指標や施策の課題など市町の

ごみ処理システムの総合的な分析を企図した「市町ごみ処理カルテ」と連動した活用が可

能となるため、同カルテを活用した最適なごみ処理システムの構築へ向けた市町の検討を

促進していきます。

基本方向８ ごみ行政への県民参画と協働の推進

(1) 現状

ごみゼロプラン推進の取組への県民の参画と、住民、NPO、地域団体等の連携・協働に

より、地域の多様な主体による自発的、主体的なごみ減量活動の活性化等を図るため、平

成 23 年度も引き続き、日頃から住民や NPO との関わりが深い地域機関による地域ごみゼ

ロネットワーク事業を実施しました。

また、ごみ減量化等に関するより具体的でわかりやすい情報提供を行うことにより、県

民参画を促進するため、平成 23 年度も引き続き、ごみゼロプラン推進のポータルサイト

「ごみゼロホームページ」による情報発信や、ごみゼロキャラクター「ゼロ吉」を活用し

たごみ減量化の広報、普及啓発などを行いました。

(2) 評価と課題

今後は、地域ごみゼロネットワークについて、ワークショップやイベントなどの啓発型

の事業だけでなく、具体的なごみ減量化や資源化などの取組を推進するため、県の地域機

関が主体的に市町の課題を把握しながら、管内の市町や住民・NPO などと連携して市町の

抱える課題への対応を検討する場として活用していきます。

また、今後も引き続き、ホームページやメールマガジンでの情報発信や、ごみ減量化の

取組をより身近なものとするため、ごみゼロキャラクター「ゼロ吉」とその家族「ゼロ吉

ファミリー」を活用した啓発活動により、効果的な普及啓発を行っていきます。

基本方向９ ごみゼロ社会を担うひとづくり・ネットワークづくり

(1) 現状

ごみゼロ社会を担うひとづくりに関しては、家庭や学校における学習や教育が非常に重
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要であることから、平成 23 年度は、「もったいない」という環境意識の向上を図り、次世

代を担う子どもたちを対象とした環境教育の充実のため、小学生向けのテキスト「みんな

でめざそう！もったいない名人」（完成版）を作成しました。このテキストは、生ごみの

削減や資源化を通して、小学生にごみ問題の現状から実際の行動事例までを分かりやすく

伝えることで、家庭でのごみ減量化の取組を進めてもらうことを目的としています。

(2) 評価と課題

平成 19 年にごみゼロキャラクター「ゼロ吉」が誕生してから、ごみ減量の啓発 DVD、

シール、クリアファイルなどの啓発グッズ、そしてイベントなどの場面における着ぐるみ

や「ごみゼロソング」の活用により、ごみ減量化のキャラクターが次世代を担う子どもた

ちに認知されてきました。

今後は、こうした広報活動に加え、環境学習の充実により子どもたちの家庭でのごみゼ

ロへの取組を促進していく必要があります。そこで、食生活改善推進員や NPO 団体等と連

携し、モデル的に小学校でこの「めざそう！もったいない名人」テキストを活用した出前

授業を実施するなどの取組を進めていきます。
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Ⅴ 各主体の「ごみゼロ社会実現プラン」の取組状況

各主体の取組状況についてごみゼロプランの基本方向ごとに整理をすると、20, 21 ペ

ージの表の「H24 アンケート結果」のとおりです。これは、平成 24 年 10 月に実施した事

業者及びＮＰＯ等団体アンケート並びに市町の取組状況調査結果によって判定していま

す。

事業者では、

・事業系ごみの総合的な減量化の推進

（廃棄物の減量・資源化対策の推進、特に紙ごみの資源化）

・容器包装ごみの減量・再資源化

（容器包装リサイクル法の改正に対する理解と協力等）

ＮＰＯ等団体では、

・リユース（再使用）の推進

（フリーマーケット等の開催・出展）

・生ごみの再資源化

（生ごみ堆肥化事業の実施や住民への啓発）

市町では、

・ごみ行政への県民参画と協働の推進

（レジ袋の有料化、情報提供等）

・事業系ごみの総合的な減量化の推進

（搬入時の分別指導、減量化・分別の啓発等）

・公正で効率的なごみ処理システムの構築

（廃棄物会計の導入、コスト情報の把握・整理等）

の活動分野での取組が進み、積極的に行われています。

この点検・評価の結果を受け、ごみゼロプランの中期目標（2015（平成 27）年度）の

達成に向け、各主体が一層の取組を進める必要があることから、20,21 ページの表の「集

中取組」のように特に集中して取り組むべき項目を選択し、戦力的に取り組んでいくこと

が求められます。



各主体の「ごみゼロ社会実現プラン」の取組状況（平成23年度）

取り組んでいる ： 該 当 な し ： －

＜取組状況の基準＞

ＮＰＯ等団体：ＮＰＯ認証団体のうち、環境に関連する団体及び地域ごみゼロ交流会等の協力団体を対象としたアンケート結果（H23取組状況：団体回答）

市町：県内全２９市町を対象としたアンケート結果（H23の取組状況：29市町回答）

５０％以上：取り組んでいる、２０～５０％：少し取り組んでいる、２０％未満：取組が不十分

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ―

― ―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

○

―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

―

― ―

―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

―

― ―

― ―

(1)生ごみバイオガス化に向けた調査の実施

(2)生ごみバイオガス化発電等の実証試験の検討

(4)廃食用油のＢＤＦ化による活用

(1)生ごみを原料とした生分解性プラスチック等の研究開発の検討

(3)生ごみバイオガス化発電等の導入の検討

5-3生ごみの生分解性プラ
スチック等への活用

5-2生ごみのエネルギー利
用

- 20 -

【基本方向１】拡大生産者責任の徹底

(1)フリーマーケット等の開催

(2)不用品リサイクル情報の提供及び利用促進の仕組みづくり

(3)不用品再使用のための修理、リフォーム等の推進

(2)事業系ごみの再資源化推進

【基本方向２】事業系ごみの総合的な減量化の推進

基本取組

3-3リースやレンタルの推
進

3-4モノの長期使用の推進

(4)リサイクルショップ等の活用を進めるための仕組みづくり

【基本方向４】容器包装ごみの減量・再資源化

基本取組

少し取り組んでいる ： 取組が不十分 ：

(1)民間事業者におけるリース・レンタル等のサービスの拡大

事業者：県内で環境問題に取り組んでいる企業環境ネットワークみえの会員を対象としたアンケート結果（H23取組状況：事業所回答）

2-3事業系ごみの再利用の
促進

3-1不用品の再使用の推
進

3-2リターナブル（リユース）
容器の普及促進

1-2拡大生産者責任に基
づく取組の推進

H24アンケート結果

(1)業種別ガイドラインの作成

基本取組の具体的な内容

(1)拡大生産者責任と費用負担のあり方についての調査研究の実施

基本取組

基本取組

(2)拡大生産者責任の徹底の関する具体的な方策についての調査検討の実施

(3)国、業界への提言

基本取組

5-1生ごみの堆肥化・飼料
化

1-1拡大生産者責任と費用
負担のあり方の検討

2-1事業系ごみ処理システ
ムの再構築

4-2容器包装の削減・簡素
化の推進

2-2事業系ごみの発生・排
出抑制

4-1容器包装リサイクル法
への対応

(1)容器包装リサイクルに係る効果検証調査等の実施

(2)国への提言・要望

(2)容器・包装の削減・簡素化を促す消費活動の実践

基本取組の具体的な内容

(1)製造・流通・販売等の事業活動における工夫や改善の実施

【基本方向５】生ごみの再資源化
H24アンケート結果

H24アンケート結果

【基本方向３】リユース（再使用）の推進
H24アンケート結果

(2)新たなリターナブル容器システムの構築

(3)リユースカップ・システム等の推進

(4)移動食器洗浄車などリユース食器システムの整備・活用

(1)既存のリターナブル容器製品のＰＲ等利用促進

基本取組の具体的な内容

(5)エコイベントの推進

(2)アップグレード（製品の性能・機能の向上）サービスの拡大

市町

(3)容器包装リサイクル法の完全実施

(5)一般廃棄物処理計画における減量化方針等の確立

(1)事業所内教育の推進

(2)ISO14001等環境マネジメントシステムの認証取得促進

(3)自主情報公開制度の推進

市町

(2)事業系ごみ適正処理システムの検討・整備

基本取組の具体的な内容

(1)製品等の修理・修繕等のサービスの拡大

(3)事業系ごみ排出者の届出指導等

(4)適正なごみ処理料金体系の構築

(1)拡大生産者責任に基づく事業活動の推進

(2)行政における拡大生産者責任に基づく取組の促進

基本取組の具体的な内容

(1)事業系ごみの処理実態等の把握

市町

(1)家庭の生ごみ堆肥化システムの構築

(2)事業者と地域産業との生ごみ堆肥化ネットワークの構築

(4)水切り運動の展開

(3)家庭での生ごみ処理機の活用

○

市町

◎

事業者

◎

事業者

市町

◎

◎

事業者

事業者

◎

○

事業者

H24アンケート結果 集中取組

県

○

○

NPO等
団体

市町

◎

NPO等
団体

市町

○ ◎

○

NPO等
団体

市町

◎

県

集中取組

○

市町
NPO等
団体

集中取組

県

○

NPO等
団体

市町

◎ ○

○

○

県

○

集中取組

集中取組

○

県

◎



事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

―

―

―

―

― ―

― ―

―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

― ―

― ―

― ― ―

― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ―

―

― ―

― ―

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

― ―

― ―

―

― ―

―

○ ○ ○ ◎

事業者 ＮＰＯ等団体

H23 H23 H23

―

―

―

(1)商店街、中心市街地等における飲料容器デポジット制度の導入

7-4地域のごみ排出特性を
踏まえたごみ行政の推進

(2)家庭系ごみの有料化導入にあたっての諸手続の実施

基本取組

基本取組

6-1ローカルデポジット制度
の導入

6-2障がい者や高齢者等
のごみゼロ活動への参画
促進

(2)観光地等における飲料容器デポジット制度の導入
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(1)より専門的な技術や知識を伝授する「ごみゼロ達人」の育成9-2ごみゼロ推進のリー
ダーの育成と活動支援 (2)「ごみゼロ人材ガイドブック」の作成

(3)ＬＣＡ手法の適用可能性調査の実施

(1)廃棄物会計導入マニュアルの作成

(4)市町ごみ処理カルテの作成とその活用促進

(1)地域内の物流網等を生かした資源物回収サービスの展開

(2)流通販売事業と製造業、農業等の連携による再資源化事業の展開

8-2レジ袋削減・マイバッグ
運動の展開

7-1ごみ処理の有料化等
経済的手法の活用

7-3地域密着型資源物回
収システムの構築

7-2廃棄物会計等の活用
促進

基本取組

8-1住民参画の行動計画
づくり

【基本方向８】ごみ行政への県民参画と協働の推進
H24アンケート結果

市町

(2)廃棄物会計導入に向けた普及活動の実施

6-4民間活力を生かす拠点
回収システムの構築

6-5サービス産業の仕組み
を生かしたリサイクル

6-6埋立ごみの資源として
の有効利用の推進

6-3ごみゼロに資する地域
活動の活性化促進

【基本方向６】産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進

(2)コミュニティ単位でのごみゼロ活動の促進

(3)基金による地域住民活動の支援

(2)元気な高齢者等の活力をごみゼロに生かす仕組みづくり

(1)地域通貨の仕組みを活用したリサイクルの推進

市町基本取組の具体的な内容

H24アンケート結果

基本取組の具体的な内容

(1)障がい者や高齢者の支援と連携したリサイクル事業の展開

(2)ＮＰＯ・事業者・行政の連携による資源物拠点回収システムの構築

(1)店頭回収システムによるリサイクルの促進

(2)地域ニーズに対応した集団回収の促進

(1)ごみ排出特性の把握・活用

(2)市町ごみマップの活用

(1)廃プラスチック等の有効利用に関する調査研究

(2)事業者における廃プラスチック等の利用促進

(3)家庭系ごみ有料化制度の検証

(4)家庭系ごみ有料化制度の導入

(1)ごみ減量化対策における経済的手法の検討

【基本方向７】公正で効率的なごみ処理システムの構築

市町

(1)レジ袋ないない活動の展開

○

○

事業者

(1)住民参画による市町ごみ処理基本計画の策定

(2)住民・事業者・行政の協働組織を核とした活動の展開

(3)地域でごみ減量化に取り組む住民、ＮＰＯ等の相互交流の場づくり

基本取組の具体的な内容

(1)資源回収ステーションの設置・運営

(5)三重県環境学習情報センターの機能の充実と活用

(2)コスト情報等の積極的な提供

(3)ホームページ等各種メディア等を活用したごみに関する情報発信の充実

(1)環境学習・環境教育のツール・プログラム等の開発

(1)食品ロスの削減

(3)「こどもエコクラブ」の活動と「ごみゼロ」推進との連携強化

(4)家庭における環境学習・教育の推進

(2)２０年後（平成37年）のライフスタイル体験プログラムの実施

基本取組の具体的な内容

【基本方向９】ごみゼロ社会を担うひとづくり・ネットワークづくり
H24アンケート結果

8-4情報伝達手段の充実
及び啓発・PRの強化

8-3ごみゼロに資する
NPO、ボランティア等の活
動推進

(1)ＮＰＯ等の創意工夫を生かす協働事業の推進

(2)ごみ行政におけるＮＰＯ等との連携・協働の推進

(3)ごみゼロＮＰＯマップの作成

(4)自分たちの活動が地域社会で役立っていることを実感させる仕組みづくり

(1)「ごみゼロ社会実現プラン」の啓発

8-5もったいない普及啓発
運動の展開

市町基本取組

9-1環境学習・環境教育の
充実

事業者

○

H24アンケート結果

事業者

事業者

○

集中取組

○

◎

○ ◎

○ ◎

◎

県
NPO等
団体

市町

◎

◎ ○

○

県

集中取組

NPO等
団体

市町

集中取組

県

○

NPO等
団体

市町

○

○

○

◎

◎

集中取組

県
NPO等
団体

市町



参考資料

資料１ 市町のごみ減量化等の取組状況（平成 24年度調査） 1

資料２ 県内市町の事業系ごみの処理料金体系（平成 24 年度） 4

資料３ フリーマーケットの開催状況（平成 23年度） 5

資料４ 容器包装リサイクル法による収集取組状況（平成 23 年度） 6

資料５ 生ごみ処理機購入助成制度の状況（平成 24 年度） 7

資料６ 集団回収助成制度の状況（平成 24年度） 8

資料７ 事業者のごみ減量化等の取組状況(平成 24 年度調査) 9

資料８ NPO 等団体のごみ減量化等の取組状況（平成 24 年度調査） 11

資料９ ごみゼロ社会実現に向けた主な取組と結果 13

資料 10 各市町別生活系ごみ排出量とごみ減量化施策 14

資料 11 各市町別事業系ごみ排出量とごみ減量化施策 15

資料 12 各市町別最終処分量 16

資料 13 ごみゼロ社会実現プランの数値目標との比較 17

資料 14 ごみゼロプラン推進委員会名簿 18

資料 15 調査の概要 19









資料２ 県内市町の事業系ごみの処理料金体系（平成２４年度）

市町名 事業系可燃ごみ処分単価 換算値
換算値

（変更前）
料金変更
実施時期

津市 20kgまで300円、10kgごとに150円加算 15.0 11.0 平成１６年４月

四日市市
100kg以下1,600円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じ
る場合は、これを切り上げる）当たり160円とする

16.0 10.5 平成１７年１０月

伊勢市 10kgにつき105円加算（10円未満の端数は切り捨て） 10.5 10.5
平成２４年１０月
（60kg以下無料
→有料）

松阪市 10kgにつき150円（100kg以下は無料） 15.0 10.0 平成21年8月

桑名市 100kg未満2,000円、100kg以上10kgにつき200円加算 20.0 15.0 平成２０年４月

鈴鹿市 20kgごとに320円 16.0 10.5 平成１８年４月

名張市 10kgごとに120円 12.0 6.0 平成２０年１０月

尾鷲市
車両の最大積載量500kgまでは1,000円、1,000kgまでは2,000円、
1,500kgまでは3,000円、2,000kgまでは4,000円、2,000kgを超える場合
1,000kgごとに2,000円を加算

2.0 ←

亀山市 10kg当たり100円 10.0 ←

鳥羽市 8,000円/t 8.0 5.0 平成１８年１０月

熊野市 10kg当たり60円 6.0 ←

いなべ市 100kg未満2,000円、100kg以上10kgにつき200円加算 20.0 15.0 平成２０年４月

志摩市 100kgまで500円、以降10kgごとに50円（端数切り上げ） 5.0

【旧浜島町】4.0
【旧大王町】3.0
【旧志摩町】5.0
【旧阿児町】3.0
【旧磯部町】3.0

平成１６年１０月

伊賀市 50kg単位500円 10.0 2.1 平成１５年４月

木曽岬町 100kg未満 2,000円、100kg以上 10kgにつき200円加算 20.0 15.0 平成２０年４月

東員町 100kg未満 2,000円、100kg以上 10kgにつき200円加算 20.0 15.0 平成２０年４月

菰野町 100kg未満 1,000円、100kg以上 10kgにつき100円加算 10.0 ←

朝日町
100kg以下2,000円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じ
る場合は、これを切り上げる）当たり200円とする

20.0 16.0 平成２０年４月

川越町
100kg以下2,000円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じ
る場合は、これを切り上げる）当たり200円とする

20.0 16.0 平成２０年４月

（収集ごみ）10ｋｇで100円、 10kgごとに 100円 10.0 ←
（持込ごみ）10ｋｇで100円、 10kgごとに 100円 10.0 5.0 平成２３年４月

明和町 10kgあたり105円 （ 10円未満の端数は切り捨て） 10.5 10.5
平成２４年１０月
（60kg以下無料
→有料）

大台町 10kg当たり100円 10.0 ←

玉城町 10kgあたり105円 （ 10円未満の端数は切り捨て） 10.5 10.5
平成２４年１０月
（60kg以下無料
→有料）

南伊勢町 10kgにつき 30円 3.0
【旧南勢町】5.0
【旧南島町】3.0

平成１７年１０月

度会町 10kgあたり105円 （ 10円未満の端数は切り捨て） 10.5 10.5
平成２４年１０月
（60kg以下無料
→有料）

大紀町 10kg当たり100円 10.0 ←

紀北町
40kgまで10 0円、 40kgを超えるものについては4 0kg単位ごとに 100円
増

2.5 3.0 平成１８年４月

御浜町 受け入れていない

紀宝町 受け入れていない

換算値 ：各市町の処理料金を比較するために、次のルールの下、1kgあたりの単価（換算値）を設定
・○kg以下△円、○kgを超える場合は◇円→換算値 ：△円／○kg
・○kg未満無料、○kgは△円、○kgを超える場合は◇円→換算値 ：△円／○kg

多気町
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資料３ フリーマーケットの開催状況（平成２３年度）

市町名 名称 来場者数（人） 市町の実施内容

津市 つ・環境フェア 約5,500 共催、情報提供

3,178

3,379

3,269

伊勢市 開催支援

明和町 開催支援、情報提供等

玉城町 市町ブースの提供

ワークセンターフェスティバル 約7,000

飯南ふれあいまつり 約5,000

嬉野おおきん祭り 約18,000

桑名市 情報交換板 約23,000 支援

鈴鹿市 リサイクルフェア 170 開催・衣類回収

名張市 名張桜まつり 25,000 協働開催、会場提供等

鳥羽市 ひだまりフェスタ 約150 支援、情報提供

木曽岬町 伸びゆく木曽岬町のふれあい広場 約1,000 開催

第37回東員フリーマーケット 約500

第38回東員フリーマーケット 約500

菰野町 第12回リサイクルイベント 約100 不用品回収支援

川越町 川越町ふれあい祭 約1,500 支援

多気町 情報提供、広報

大紀町 開催、支援、情報提供等

情報提供

リサイクルフェア 200 開催

どんとこい大台まつり 3,000 開催

後援

支援・情報提供等

四日市市 フリーマーケットin四日市ドーム

2,000もったいないフェア

東員町 開催

大台町

松阪市

約2,000香肌奥伊勢リサイクルフェア
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資料５ 生ごみ処理機購入助成制度の状況（平成２４年度）

市町名 対象とする機器の種類 助成額

コンポスト容器 購入金額の1/2（上限5,000円）

生ごみ発酵用密閉容器 購入金額の1/2（上限5,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限30,000円）

いなべ市 生ごみ堆肥化容器 購入価格の1/2 上限5,000円

生ごみ処理槽 購入金額の1/2（上限4,000円）

電気生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限20,000円）

コンポスト 購入金額の1/2（上限10,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限50,000円）

四日市市 電気式生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限15,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限50,000円）

生ごみ処理容器 購入金額の1/2（上限10,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限50,000円）

コンポスト 購入金額の1/2（上限10,000円）

生ごみ処理容器 購入金額の1/2（上限15,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限15,000円）

ぼかし・コンポスト

手動攪拌式処理容器

電気攪拌式処理容器

コンポスト容器 購入金額の1/2（上限3,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限25,000円）

松阪市 家庭用生ごみ処理機 購入金額の1/3（上限30,000円）

多気町 生ごみ処理機 購入費の1/2（上限30,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限30,000円）

生ごみコンポスト 購入金額の1/2（上限5,000円）

水切り容器 購入金額の1/2（上限2,000円）

電気式処理機 購入金額の1/2（上限30,000円）

非電気式処理機 購入金額の1/2（上限4,000円）

生ごみ処理機

生ごみ処理容器

伊勢市 生ごみ処理機全般 購入金額の1/2（上限30,000円）

電動式生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限20,000円）

コンポスト 購入金額の1/2（上限4,000円）

志摩市 家庭用電気式生ごみ処理機 税抜購入価格の1/2（上限30000円）

生ごみ処理機・コンポスト 購入金額の1/2（上限20,000円）

生ごみ処理容器 購入金額の1/2（上限2,000円）

度会町 指定なし 購入金額の1/2（上限30,000円）

機械式乾燥型ごみ処理機 購入金額の1/2（上限20,000円）

コンポスト容器 購入金額の1/2（上限3,000円）

電動処理機 購入金額の1/3（上限20,000円）

コンポスト 購入金額の1/3（上限3,000円）

電動生ごみ処理機

剪定枝用小型破砕機

コンポスト容器・密封発酵容器 購入金額の1/2（上限10,000円）・二基

尾鷲市 電動生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限20,000円）

生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限6,500円）

電動生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限30,000円）

電気式生ごみ処理容器 購入金額の1/2（上限30,000円）

コンポスト、衣装ケース 購入金額の1/2（上限3,000円）

家庭用電気式・手動撹拌式機器 購入金額の1/2（上限30,000円）

家庭用生ごみ処理容器 購入金額の1/2（上限5,000円）

電気式等生ごみ処理機 購入金額の1/2（上限30,000円）

コンポスト等 購入金額の1/2（上限4,000円）

購入金額の1 /2（上限30,000円）

名張市
購入金額の1/2（上限10,000円）・一基

津市

明和町

大紀町

大台町

紀宝町

鳥羽市

南伊勢町

伊賀市

紀北町

熊野市

玉城町

御浜町

川越町

亀山市 購入金額の1/2（上限25,000円）

鈴鹿市

桑名市

木曽岬町

東員町

朝日町
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資料６ 集団回収助成制度の状況（平成２４年度）

市町名 助成対象品目
助成額
（円/ｋｇ）

木曽岬町 新聞類 、雑誌、段ボール、牛乳パック、布類、缶類 4

東員町 紙、布 6

四日市市 紙類、布類 4

朝日町 紙類、布、アルミ 5

川越町 紙類、布、アルミ 5

鈴鹿市 紙類、金属類、アルミ類、びん類、布類 4

亀山市 紙類、缶類、びん類、古布、白トレイ、ペットボトル 5

津市 古紙類、金属類(缶）、布類、びん 6

紙類、古着 3

びん類（リターナブル） 3円／本

多気町 紙類、布類、缶類、びん類 5

明和町 段ボール、新聞、雑誌、紙パック、布類、アルミ 5

紙類、布、缶 5

びん 5円／本

紙類 5

缶類 3

びん類 2

雑誌・雑誌類、衣類、アルミ・スチール缶、紙パック、新聞 3

リターナブルびん 3円/本

鳥羽市 段ボール、雑誌、新聞、牛乳パック、アルミ缶、びん 2

紙類、布類、缶類、その他資源 5

びん類 1円/本

玉城町 紙、布、アルミ、牛乳パック 3

伊賀市 古紙類、古布類 3

南伊勢町 乾電池
8円/個

（上限有り）

尾鷲市 新聞紙、雑誌類、段ボール、その他古紙 5

志摩市

松阪市

大台町

大紀町

伊勢市
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資料７ 事業者のごみ減量化等取組状況（平成２４年度調査）

事業者のごみ減量化の取組状況

30%

23%

20%

14%

72%

72%

53%

78%

50%

73%

4%

14%

30%

20%

74%

22%

4%

15%

0%

3%

4%

4%

1%

27%

1%

26%

9%

7%

69%

46%

26%

9%

16%

12%

19%

3%

3%

5%

3%

9%

3%

19%

15%

16%

23%

4%

14%

19%

16%

20%

16%

15%

15%

18%

14%

18%

12%

14%

16%

3%

7%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1-2(1)環境配慮設計等

1-2(1)再資源化の回収ルート構築やリサイクル技術の開発

1-2(1)自主的な取組による回収システムの構築

1-2(2)製品等の廃棄物抑制・循環的利用の技術等の調査研
究

1-2(2)グリーン購入

2-1(2)事業系ごみの適正処理

2-1(3)ごみ減量化計画の策定

2-1(4)廃棄物の減量・資源化対策の実施

2-2(1)学習会の実施やＱＣ活動によるごみ減量対策の推進

2-2(2)ISO14001の認証取得

2-2(2)Ｍ－ＥＭＳの認証取得

2-2(2)ISO14001、M-EMS以外のEMSの運用

2-2(3)自主情報公開制度の推進

2-3(2)生ごみの再資源化

2-3(2)紙ごみの再資源化

2-3(2)再資源化についての事業者間の連携・交流

3-1(1)フリーマーケット等の開催・出展

3-1(2)不用品のリサイクルに関する取組への協力

3-1(4)リサイクルショップの運営

3-2(1)リターナブル容器製品の積極的な販売や開発・普及

3-2(2)リターナブル容器システムの構築、取組への支援・協
力

3-2(3)(4)主催イベント等におけるリターナブル容器の利用

3-2(4)移動食器洗浄車の購入・貸し出し

3-2(5)環境に配慮したエコイベントへの参加・協力

3-3(1)リース・レンタルのサービス提供

3-3(1)事業活動におけるレンタルやリースの活用

3-4(1)製品の修理・修繕等のサービスの拡大

3-4(2)アップグレードサービスの拡大

4-1(1)市町の分別基準に従い適正に排出

4-1(2)容器包装リサイクル法の改正に対する理解と協力

4-2(1)容器包装の削減・簡素化のための工夫や改善

現在行っている取組

今後力を入れたい取組

- 9 -



事業者のごみ減量化の取組状況

7%

3%

0%

1%

1%

7%

0%

1%

9%

0%

8%

7%

16%

4%

16%

7%

3%

4%

12%

5%

9%

3%

5%

7%

1%

19%

19%

19%

19%

19%

16%

19%

18%

18%

19%

18%

19%

14%

22%

12%

16%

20%

19%

16%

22%

18%

20%

20%

19%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5-1(1)生ごみの収集運搬・堆肥化の実施

5-1(1)(2)堆肥等の利用

5-1(3)生ごみ処理機の開発

5-1(4)生ごみの水きり用具の開発

5-2(1)(2)生ごみバイオガス発電等の調査・実証試験事業の実施

5-2(4)廃食用油のＢＤＦ化による活用

5-3(1)生ごみを原料とした生分解性プラスチック等の研究開発

6-1(1)(2)飲料容器デポジット制度の導入

6-2(1)福祉団体等への資源物回収等委託、福祉団体が生産する再生資源
の利用

6-3(1)地域通貨と交換できるサービスの提供

6-4(1)店頭回収システムによるリサイクルの促進

6-4(2)ＮＰＯ・事業者・行政の連携による資源物拠点回収

6-5(1)(2)事業の仕組みを生かした資源回収、再生資源の利用

6-6(1)(2)廃プラスチック等の有効利用のための調査研究・技術開発

7-3(1)再生可能資源物の積極的な利用

8-1(1)ごみ処理基本計画策定、実行の取組に参画

8-1(2)ごみ減量会議等への参画・協働

8-1(3)地域ごみゼロ推進交流会に参画

8-2(1)マイバッグ利用を促進するためのインセンティブの付与

8-3(1)NPO等の活動への協力

8-5(1)食品ロスの削減

9-1(1)環境学習・環境教育のツール・プログラム開発への情報提供

9-1(3)こどもエコクラブの活動への協力

9-1(5)県環境学習情報センターへの情報提供、環境学習機会への協力

9-2(1)(2)ごみゼロ人材ガイドブックの活用・情報提供

現在行っている取組

今後力を入れたい取組

- 10 -



資料８ ＮＰＯ等団体のごみ減量化等の取組状況（平成２４年度調査）

ごみ減量化等の取組状況（NPO等団体）

21%

13%

4%

7%

3%

1%

4%

0%

3%

12%

1%

3%

0%

20%

7%

26%

14%

22%

14%

18%

4%

4%

7%

3%

8%

8%

7%

7%

3%

4%

3%

3%

3%

1%

5%

5%

3%

5%

0%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

3-1(1)フリーマーケット等の開催・出展

3-1(3)修理教室、ﾘﾌｫｰﾑ教室等の実施

3-1(4)リサイクルショップの運営

3-2(1)リターナブル容器の良さなどのPR

3-2(2)新たなリターナブル容器システムの構築、取組への支援・協力

3-2(3)リユースカップ・システムの情報発信

3-2(4)自治会、NPO等民間団体主催のイベント等におけるリターナブル容
器の利用

3-2(4)移動食器洗浄車の購入・貸し出し

3-2(4)リユース食器レンタル事業の企画・運営

3-2(5)環境に配慮したエコイベントシステムの導入・実施

3-3(1)リース・レンタルのサービスの提供、事業活動におけるレンタルや
リースの活用

3-4(1)製品等の修理・修繕に関する住民への啓発

3-4(2)アップグレード（製品の性能・機能の向上）サービスに関する住民へ
の啓発

4-1(1)市町の分別基準に従い適正に排出

4-2(1)(2)容器包装の削減・簡素化に関する啓発・PR

5-1(1)生ごみ堆肥化事業の実施・協力

5-1(1)(2)(3)生ごみ堆肥化に関する地域活動に伴うネットワークづくり

5-1(1)生ごみ堆肥化に関する住民への啓発

5-1(4)生ごみの水切りの実施・協力

5-2(4)廃食用油のリサイクル（BDF、石鹸など）の実施・協力

現在行っている取組

今後力を入れたい取組
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ごみ減量化等の取組状況（NPO等団体）
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4%
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5%

9%

9%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

6-1(1)飲料容器デポジット制度の導入・運用

6-2(1)障がい者・高齢者の支援と連携したリサイクル事業の実施

6-2(2)企業退職者等の地域での活動の受け皿として活動の場の提供

6-3(1)地域通貨の仕組みを活用したリサイクルシステムの運営

6-3(1)地域通貨の発行

6-3(2)(3)ごみ減量化やリサイクル等地域活動の実施

6-3(2)(3)ごみ減量化やリサイクル等に関する行政の施策への協力

6-4(2)ＮＰＯ・事業者・行政の連携による資源物回収拠点システムの構築・
運営

6-6(2)廃プラスチック等の有効利用のための調査研究・技術開発

7-3(1)資源回収ステーション運営受託、人材派遣

7-3(1)資源回収ステーションを活用した学習会の提供

7-3(2)集団回収のPR・実施

8-1(1)ごみ処理基本計画策定、実行の取組に参画

8-1(2)ごみ減量会議等への参画・協働

8-1(3)地域ごみゼロ推進交流会への参加

8-2(1)レジ袋削減活動の展開

8-3(1)行政との協働事業等の企画提案、事業の実施

8-3(2)市町のごみ減量化等施策への積極的な参画・協力

8-4(1)「ごみゼロ社会」実現プランに関する情報提供への協力

8-4(3)ＨＰなどを活用したごみ関連情報の発信

8-5(1)食品ロス削減に向けた取組への参画、協力

9-1(1)環境学習・環境教育ツール・プログラム等の開発、行政の取組への
参画

9-1(2)20年後のﾗｲﾌｽﾀｲﾙ体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの企画・運営、行政の取組への参
画・協力

9-1(3)こどもエコクラブを対象とした学習会の企画・開催

9-1(4)家庭における環境学習・教育の啓発

9-1(4)家庭における環境学習・教育のツールの作成・普及活動

9-2(1)ごみゼロ達人育成への協力、派遣制度の活用

9-2(2)ごみゼロ人材ガイドブックの活用・情報提供

現在行っている取組

今後力を入れたい取組
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市町別生活系ごみ排出量とごみ減量化・再資源化施策 ※平成24年度市町ごみ処理状況調査結果から

県全体に占め
る

生活系ごみ割
合

（％）

対H14
ごみ増減量

C－Ａ

対H14
増減率
（％）

県全体に占め
る

生活系ごみ割
合

（％）

対H14
ごみ増減量

C－Ａ

対H14
増減率
（％）

住民参画
によるご
み処理計
画づくり

生ごみ食
品廃棄物
堆肥化

家庭ご
み有料
化導入

レジ袋
有料化

埋立ご
み再資
源化

県民参
画と協

働

産業・
福祉・
地域づ
くり

津 市 83,882 72,261 15.7 ▲ 11,621 ▲ 13.9 71,422 15.1 ▲ 12,460 ▲ 14.9 19 ○ ○ ○ 20 18 20 H19モデル、H18:市町村合併後の新たな処理体制の検討

四日市市 85,090 71,732 15.6 ▲ 13,358 ▲ 15.7 71,499 15.1 ▲ 13,591 ▲ 16.0 21 ○ ○ ○ 22 17 20 H17,H18:ごみ処理システムの最適化検討、H21ﾓﾃﾞﾙ

伊 勢 市 46,063 35,048 7.6 ▲ 11,015 ▲ 23.9 35,681 7.6 ▲ 10,382 ▲ 22.5 19 19 ○ ○ ○ 19 17 20 H19ﾓﾃﾞﾙ、H17,H18:収集運搬経費等の検討

松 阪 市 49,062 42,139 9.2 ▲ 6,923 ▲ 14.1 39,198 8.3 ▲ 9,864 ▲ 20.1 20 ○ ○ ○ ○ 20 22 H20ﾓﾃﾞﾙ

桑 名 市 38,785 35,374 7.7 ▲ 3,411 ▲ 8.8 35,772 7.6 ▲ 3,013 ▲ 7.8 17 ○ ○ ○ ○ 9 20 19 H17ﾓﾃﾞﾙ、H14.4(可燃、不燃、プラ）：15円／袋

鈴 鹿 市 50,886 48,785 10.6 ▲ 2,101 ▲ 4.1 47,661 10.1 ▲ 3,225 ▲ 6.3 ○ ○ ○ 20 19

名 張 市 18,720 15,181 3.3 ▲ 3,539 ▲ 18.9 15,096 3.2 ▲ 3,624 ▲ 19.4 22 20 21 ○ ○ ○ ○ 20 20 20 H20,H21,22ﾓﾃﾞﾙ、H20.4(可燃、不燃）：68円／袋

尾 鷲 市 9,275 6,858 1.5 ▲ 2,417 ▲ 26.1 6,769 1.4 ▲ 2,506 ▲ 27.0 ○ ○ 21 19

亀 山 市 14,531 13,759 3.0 ▲ 772 ▲ 5.3 13,506 2.9 ▲ 1,025 ▲ 7.1 ○ ○ 20 20

鳥 羽 市 6,766 4,481 1.0 ▲ 2,285 ▲ 33.8 4,681 1.0 ▲ 2,085 ▲ 30.8 18,21 ○ ○ ○ ○ 18 20 18 H18,H20,H21ﾓﾃﾞﾙ、H18.10(可燃、不燃）：45円／袋

熊 野 市 8,060 6,375 1.4 ▲ 1,685 ▲ 20.9 10,844 2.3 2,784 34.5 ○ 21 19

いなべ市 12,882 9,561 2.1 ▲ 3,321 ▲ 25.8 9,677 2.0 ▲ 3,205 ▲ 24.9 20 19

志 摩 市 15,889 15,119 3.3 ▲ 770 ▲ 4.8 14,707 3.1 ▲ 1,182 ▲ 7.4 ○ ○ 5～14 20 19 H16.10（可燃、不燃、資源）：50円／袋

伊 賀 市 29,190 23,317 5.1 ▲ 5,873 ▲ 20.1 23,392 5.0 ▲ 5,798 ▲ 19.9 17 20 ○ ○ 18 20 20 H17,20ﾓﾃﾞﾙ、H19.1（可燃、不燃）:20円／袋

市計 469,081 399,990 87.0 ▲ 69,091 ▲ 14.7 399,905 84.7 ▲ 69,176 ▲ 14.7

木曽岬町 2,117 1,547 0.3 ▲ 570 ▲ 26.9 1,702 0.4 ▲ 415 ▲ 19.6 ○ ○ S50 20 19 S50（可燃、不燃、プラ）：35円／袋

東 員 町 7,068 6,862 1.5 ▲ 206 ▲ 2.9 6,611 1.4 ▲ 457 ▲ 6.5 18 ○ ○ ○ ○ 20 19 H18ﾓﾃﾞﾙ

菰 野 町 10,969 9,775 2.1 ▲ 1,194 ▲ 10.9 9,723 2.1 ▲ 1,246 ▲ 11.4 ○ ○ 24 17 20 H17,H18：分別収集の効率化の検討

朝 日 町 1,709 1,989 0.4 280 16.4 1,976 0.4 267 15.6 ○ ○ ○ 22 22 四日市市と協働でレジ袋削減の取組を実施

川 越 町 3,004 2,671 0.6 ▲ 333 ▲ 11.1 2,679 0.6 ▲ 325 ▲ 10.8 ○ ○ ○ 22 22 四日市市と協働でレジ袋削減の取組を実施

多 気 町 3,649 3,685 0.8 36 1.0 3,393 0.7 ▲ 256 ▲ 7.0 20 ○ ○ ○ ○ ○ 20 21 H20ﾓﾃﾞﾙ

明 和 町 5,061 5,244 1.1 183 3.6 5,316 1.1 255 5.0 20 ○ ○ ○ 20 22 H20ﾓﾃﾞﾙ

大 台 町 2,528 2,751 0.6 223 8.8 2,940 0.6 412 16.3 22 20 ○ ○ ○ ○ 20 21 H20,22ﾓﾃﾞﾙ

玉 城 町 3,840 3,814 0.8 ▲ 26 ▲ 0.7 3,834 0.8 ▲ 6 ▲ 0.2 20 ○ ○ ○ 20 22 H20ﾓﾃﾞﾙ

度 会 町 2,416 2,002 0.4 ▲ 414 ▲ 17.1 2,068 0.4 ▲ 348 ▲ 14.4 20 22

大 紀 町 2,898 2,484 0.5 ▲ 414 ▲ 14.3 2,622 0.6 ▲ 276 ▲ 9.5 20 ○ ○ ○ 20 21 H20ﾓﾃﾞﾙ

南伊勢町 6,404 4,364 0.9 ▲ 2,040 ▲ 31.9 4,466 0.9 ▲ 1,938 ▲ 30.3 ○ 13 20 H17.10（可燃）：30円／袋

紀 北 町 7,178 6,149 1.3 ▲ 1,029 ▲ 14.3 6,186 1.3 ▲ 992 ▲ 13.8 ○ 21 20

御 浜 町 3,249 2,800 0.6 ▲ 449 ▲ 13.8 2,810 0.6 ▲ 439 ▲ 13.5 ○ ○ 21 21

紀 宝 町 4,027 3,593 0.8 ▲ 434 ▲ 10.8 15,976 3.4 11,949 296.7 17 ○ ○ ○ 21 21 H17ﾓﾃﾞﾙ

町計 66,117 59,730 13.0 ▲ 6,387 ▲ 9.7 72,302 15.3 6,185 9.4 ※袋／４５リットル

県 計 535,198 459,720 100.0 ▲ 75,478 ▲ 14.1 472,207 100.0 ▲ 62,991 ▲ 11.8 2 4 1 10 1 1 1 17 11 20 22 4 2 7 29 28 4

ごみ減量取組に係る欄の数字は実施、導入年度

志摩市では合併前の旧5町がそれぞれ有料化を実施

市町名
ごみ

有料化
導入

資源
回収の
拠点

収集※

モデル事業実施
環境学
習･教
育の実
施※

H23(2011)（速報値）
生活系ごみ排出量（ｔ）

C 集団
回収の
助成※

備 考
容ﾘ法
の完全
実施※

ごみ
処理

カルテ
導入

廃棄物
会計
導入

H14(2002)
生活系ごみ

排出量
（ｔ）

Ａ

レジ袋
有料化
導入

ﾌﾘｰﾏｰ
ｹｯﾄの
開催※

生ごみ
堆肥化
の支援

※

H22(2010)
生活系ごみ排出量（ｔ）

C

資
料

１
０

-
1
4
-



市町別事業系ごみ排出量とごみ減量化施策

モデル
事業

県全体に
占める事
業系ごみ

割合
（％）

対H14
ごみ増減量

B－Ａ

対H14
増減率
（％）

県全体に
占める事
業系ごみ

割合
（％）

対H14
ごみ増減量

C－Ａ

対H14
増減率
（％）

生ごみ
食品
廃棄物
堆肥化

津 市 61,725 27,493 16.3 ▲ 34,232 ▲ 55.5 28,658 17.0 ▲ 33,067.0 ▲ 53.6 16 ○ （11.0円／kg→15.0円／kg）H16.4

四日市市 44,445 30,524 18.1 ▲ 13,921 ▲ 31.3 31,816 18.8 ▲ 12,629.0 ▲ 28.4 17 ○ （10.5円/kg→16.0円/kg）H17.10

伊 勢 市 16,763 16,430 9.7 ▲ 333 ▲ 2.0 16,575 9.8 ▲ 188.0 ▲ 1.1 22 24 ○ H22モデル （50kg以下無料→有料）H24.10

松 阪 市 20,158 16,102 9.5 ▲ 4,056 ▲ 20.1 16,255 9.6 ▲ 3,903.0 ▲ 19.4 21 （10.0円/kg→15.0円/kg）H21.8

桑 名 市 15,344 14,291 8.5 ▲ 1,053 ▲ 6.9 13,912 8.2 ▲ 1,432.0 ▲ 9.3 20 （15.0円/kg→20.0円/kg）H20.4

鈴 鹿 市 19,135 17,348 10.3 ▲ 1,787 ▲ 9.3 17,609 10.4 ▲ 1,526.0 ▲ 8.0 18 （10.5円/kg→16.0円/kg）H18.4

名 張 市 16,366 6,921 4.1 ▲ 9,445 ▲ 57.7 7,078 4.2 ▲ 9,288.0 ▲ 56.8 19,20 （6.0円/kg→12.0円/kg）H20.4

尾 鷲 市 1,366 1,748 1.0 382 28.0 1,947 1.2 581.0 42.5

亀 山 市 4,516 4,672 2.8 156 3.5 4,508 2.7 ▲ 8.0 ▲ 0.2

鳥 羽 市 8,527 6,529 3.9 ▲ 1,998 ▲ 23.4 6,611 3.9 ▲ 1,916.0 ▲ 22.5 18,20 18 H18,20モデル （5.0円/kg→8.0円/kg）H18.10

熊 野 市 849 1,113 0.7 264 31.1 1,415 0.8 566.0 66.7 ○

いなべ市 2,351 2,874 1.7 523 22.2 3,103 1.8 752.0 32.0 20

志 摩 市 10,490 6,871 4.1 ▲ 3,619 ▲ 34.5 7,042 4.2 ▲ 3,448.0 ▲ 32.9 16
旧大王町(3.0円/kg→5.0円/kg)H16.10
旧浜島町(4.0円/kg→5.0円/kg)H16.10

伊 賀 市 17,529 3,457 2.0 ▲ 14,072 ▲ 80.3 3,185 1.9 ▲ 14,344.0 ▲ 81.8 15 （2.1円/kg→10.0円/kg）H15.4

市計 239,564 156,373 92.5 ▲ 83,191 ▲ 34.7 159,714 94.5 ▲ 79,850.0 ▲ 33.3

木曽岬町 165 163 0.1 ▲ 2 ▲ 1.2 155 0.1 ▲ 10.0 ▲ 6.1 20

東 員 町 315 267 0.2 ▲ 48 ▲ 15.2 235 0.1 ▲ 80.0 ▲ 25.4 20

菰 野 町 2,382 2,779 1.6 397 16.7 2,829 1.7 447.0 18.8 ○ ○

朝 日 町 8 138 0.1 130 1,625.0 138 0.1 130.0 1,625.0 20 ○ （16.0円/kg→20.0円/kg）H20.4

川 越 町 55 430 0.3 375 681.8 555 0.3 500.0 909.1 20 ○ （16.0円/kg→20.0円/kg）H20.4

多 気 町 100 381 0.2 281 281.0 863 0.5 763.0 763.0 23 （持込ごみ5.0円/kg→10.0円/kg）H23.4

明 和 町 2,645 2,096 1.2 ▲ 549 ▲ 20.8 1,999 1.2 ▲ 646.0 ▲ 24.4 24 ○ （50kg以下無料→有料）H24.10

大 台 町 160 711 0.4 551 344.4 822 0.5 662.0 413.8

玉 城 町 1,085 812 0.5 ▲ 273 ▲ 25.2 846 0.5 ▲ 239.0 ▲ 22.0 24 ○ （50kg以下無料→有料）H24.10

度 会 町 113 491 0.3 378 334.5 519 0.3 406.0 359.3 24 ○ （50kg以下無料→有料）H24.10

大 紀 町 134 325 0.2 191 142.5 414 0.2 280.0 209.0

南伊勢町 559 568 0.3 9 1.6 579 0.3 20.0 3.6

紀 北 町 4,393 3,423 2.0 ▲ 970 ▲ 22.1 3,554 2.1 ▲ 839.0 ▲ 19.1

御 浜 町 0 0 0.0 0 - 0 0 0 - ○

紀 宝 町 55 48 0.0 ▲ 7 ▲ 12.7 42 0.0 ▲ 13.0 ▲ 23.6

町計 12,169 12,632 7.5 463 3.8 13,550 8.0 1,381.0 11.3

県 計 251,733 169,005 100.0 ▲ 82,728 ▲ 32.9 173,264 102.5 ▲ 78,469.0 ▲ 31.2 2 20 10 2

ごみ減量取組に係る欄の数字は実施、導入年度

市町名

H14(2002)
事業系ごみ

排出量
（ｔ）

Ａ

焼却施
設への
古紙等
の搬入
規制※

減量化
計画等
の提出
義務づ
け※

H22(2010)
事業系ごみ

排出量（ｔ）
B

備 考
処理手
数料の
値上げ

H23(2011)（速報値）
事業系ごみ

排出量（ｔ）
C

※平成24年度市町ごみ処理状況調査結果から
資

料
１
１

-
1
5
-
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資料１４ ごみゼロプラン推進委員会名簿

（敬称略：順不同）

氏 名 所属団体・役職等 備 考

○高屋 充子 きれいな伊勢志摩づくり連絡会議 副委員長

県民

亀井 静子 ＮＰＯ法人生ゴミリサイクル亀さんの家

西村 統武 マックスバリュ中部株式会社執行役員総務部長

堀川 勉良 井村屋株式会社 技術・設備環境部長事業者

片野 あかね 有限会社三功 取締役常務

市川 千賀子 三重県食生活改善推進連絡協議会
広域団体･

ＮＰＯ
出口 省吾 いなべ市立員弁中学校教諭

◎岩崎 恭典 四日市大学総合政策学部教授 委員長

学識者

金谷 健 滋賀県立大学環境科学部教授

川﨑 力弥
三重県清掃協議会会長市

（いなべ市市民部生活環境課長）
市町

名和 健治
三重県清掃協議会副会長市

（名張市生活環境部環境対策室長）



「ごみゼロ社会」をめざす県民アンケート（平成２２年５月度実施）

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

ごみに対する県民の意識や考え方について調査を行った。

調査対象：地域特性などを考慮して選んだ県内 15 市町から 500 名ずつ、合計 7,500 名

を選挙人名簿から無作為抽出し、調査対象とした。

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収した。なお、はがきによる督促を行った。

調査期間：平成 22 年５月 21 日～同年６月 11 日（最終回収期限：７月５日）

回収結果：有効発送数 7,390、有効回収数 3,154、有効回収率 42.7％

「ごみゼロ社会」をめざすＮＰＯ等団体アンケート（平成２４年１０月実施）

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

ＮＰＯ等団体のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。

調査対象：県内ＮＰＯ認証団体のうち、定款から「環境」に関連すると判断した団体及び

ごみゼロ交流会など「ごみゼロ」の取組に協力いただいている団体 225 団体

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収した。なお、はがきによる督促を行った。

調査期間：平成 24 年 10 月 5 日～同年 10 月 26 日（最終回答期限：11 月 9 日）

回収状況：有効発送部数 210、有効回収数 76、有効回収率 36.2％

「ごみゼロ社会」をめざす事業所アンケート（平成２４年１０月実施）

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

事業所のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。

調査対象：「企業環境ネットワーク・みえ」の会員 339 社

調査方法：郵送・メールによって調査票を発送、回収した。なお、はがき及びメールによ

る督促を行った。

調査期間：平成 24 年 10 月 5 日～同年 10 月 26 日（最終回答期限：11 月 9 日）

回収結果：有効発送数 337、有効回収数 74、有効回収率 22.0％

ごみゼロプラン推進に関する市町の取組状況調査（平成２４年１０月実施）

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」の進捗状況を把握するとともに、プラン推進の方向

を検討する際の基礎資料とするため、市町のごみ減量化等の取組状況について

調査を行った。

調査対象：県内全２９市町

調査期間：平成 24 年 10 月 5 日～同年 10 月 26 日

調査方法：メールにより調査票を発送、回収した。内容については別途ヒアリングを実施。

回収状況：県内全２９市町、回収率：１００％）

資料 1５ 調査の概要
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ごみゼロ社会実現プランの進捗状況の

第７回点検・評価について

平成 2５年３月

三重県環境生活部廃棄物対策局

廃棄物・リサイクル課

〒514-8570 三重県津市広明町 13

TEL 059-224-3310

FAX 059-222-8136

E-mail haikik@pref.mie.jp

ごみゼロホームページ

http://www.eco.pref.mie.lg.jp/gomizero/


